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市 税 条 例 改 正 の 要 旨 （ 専 決 ） 

 

 

富士見市税条例の一部改正（第１条による改正） 

 

  （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の２ 

地方税法第３１７条の３の２（個人の市町村民税に係る給与所得者の扶養

親族申告書）の改正により、給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合に

おいてその旨の記載を不要とする等の規定の整備をするもの。 

 

  （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の３ 

地方税法第３１７条の３の３（個人の市町村民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族申告書）の改正により、公的年金等受給者が単身児童扶養者に該

当する場合においてその旨の記載を不要とする等の規定の整備をするもの。 

 

  （法人の市民税の申告納付） 

第４８条 

地方税法第３２１条の８（法人の市町村民税の申告納付）第２４項の改正

により、引用する適用条項を改正するもの。 

 

  （固定資産税の課税標準） 

第６１条 

地方税法第３４９条の３の２（住宅用地に対する固定資産税の課税標準の

特例）の改正により、引用する適用条項を改正するもの。 

 

  （法第３４９条の３第２７項等の条例で定める割合） 

第６１条の２ 

地方税法第３４９条の３（固定資産税の課税標準等の特例）の改正により、

引用する適用条項を改正するもの。 

 

  （たばこ税の課税免除） 

 第９６条 

地方税法第４６９条（たばこ税の課税免除）の改正により、課税免除の適

用に当たって必要な手続きの簡素化を図るための規定の整備をするもの。 

 

 

 



  （たばこ税の申告納付の手続） 

 第９８条 

市税条例第９６条の改正により、引用する適用条項を改正するもの。 

 

 

   附  則 

 

 （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第８条 

地方税法附則第６条（肉用牛の売却による事業所得に係る道府県民税及び

市町村民税の課税の特例）第４項の改正により、肉用牛の売却による事業所

得に係る課税の特例の適用期限を３年延長する規定の整備をするもの。 

 

 （読替規定） 

第１０条 

所要の文言の整理を行うもの。 

 

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 

地方税法附則第１５条(固定資産税等の課税標準の特例) の改正により、

条例で定める特例措置の規定を整理するとともに、引用する適用条項を改正

するもの。 

 

 （令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 

地方税法附則第１７条の２（令和元年度又は令和二年度における土地の価

格の特例）第２項の改正により、引用する適用条項を改正するもの。 

 

 （宅地等に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固 

定資産税の特例） 

第１２条 

所要の文言の整理を行うもの。 

 

（農地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定

資産税の特例) 

第１３条 

所要の文言の整理を行うもの。 

 

 

 



（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定資産税

の特例） 

第１３条の３ 

所要の文言の整理を行うもの。 

 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 

所要の文言の整理を行うもの。 

 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る市民税の課税の特例） 

第１７条の２ 

地方税法附則第３４条の２（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る道府県民税及び市町村民税の課税の特例）の改

正により、優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所

得に係る課税の特例の適用期限を３年延長する規定の整備をするもの。 

 

 

 

富士見市税条例等の一部を改正する条例（令和元年条例第２号。以下「令和元年

改正条例」という。）の一部改正（第２条による改正） 

 

令和元年改正条例第３条の規定の一部改正（富士見市税条例第２４条関係） 

地方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２号）の一部改正に

より、単身児童扶養者を個人の市民税の非課税措置の対象に加える改正規定

を削る等の規定の整備をするもの。 

 

 

   附  則 

 

令和元年改正条例附則第１条から第４条までの規定の一部改正 

令和元年改正条例第３条の規定の一部改正（富士見市税条例第２４条関係）

により、関係規定を整理するとともに、所要の文言の整理を行うもの。 



富士見市税条例（昭和３２年条例第１５号）新旧対照表（専決）（第１条による改正） 

新 旧 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書 ） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならない者（以下この条において「給与

所得者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出

の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払者（以下この条におい

て「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければな

らない。 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならない者（以下この条において「給与

所得者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出

の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払者（以下この条におい

て「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければな

らない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

 (3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

(3) 略 (4) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書 ） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に

規定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を

有する者               （以下この条において「公

的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申告

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に

規定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を

有する者若しくは単身児童扶養者である者（以下この条において「公

的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申告



書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」とい

う。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」とい

う。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

 (3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、そ

の旨 

(3) 略 (4) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４８条 略 第４８条 略 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有する法人 

（以下この条において「内国法人」という。）が、租税特別措置法第

６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０

項の規定の適用を受ける場合には、法第３２１条の８第２４項及び令

第４８条の１２の２に規定するところにより、控除すべき額を前項の

規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有する法人 

（以下この条において「内国法人」という。）が、租税特別措置法第

６６条の７第４項及び第１０項又は第６８条の９１第４項及び第１０

項の規定の適用を受ける場合には、法第３２１条の８第２４項及び令

第４８条の１２の２に規定するところにより、控除すべき額を前項の

規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。 

３～１７ 略 ３～１７ 略 

（固定資産税の課税標準） （固定資産税の課税標準） 

第６１条 略 

２～８ 略 

第６１条 略 

２～８ 略 

９ 住宅用地（法第３４９条の３の２第１項に規定する住宅用地をい 

う。以下この条及び第７４条において同じ。）に対して課する固定資

９ 住宅用地（法第３４９条の３の２第１項に規定する住宅用地をい 

う。以下この条及び第７４条において同じ。）に対して課する固定資



産税の課税標準は、第１項から第６項まで及び法第３４９条の３第 

１１項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る固定資産税の課税標

準となるべき価格の３分の１の額とする。 

産税の課税標準は、第１項から第６項まで及び法第３４９条の３第 

１２項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る固定資産税の課税標

準となるべき価格の３分の１の額とする。 

１０ 小規模住宅用地（法第３４９条の３の２第２項に規定する小規模

住宅用地をいう。以下この項において同じ。）に対して課する固定資

産税の課税標準は、第１項から第６項まで及び前項並びに法第３４９

条の３第１１項の規定にかかわらず、当該小規模住宅用地に係る固定

資産税の課税標準となるべき価格の６分の１の額とする。 

１０ 小規模住宅用地（法第３４９条の３の２第２項に規定する小規模

住宅用地をいう。以下この項において同じ。）に対して課する固定資

産税の課税標準は、第１項から第６項まで及び前項並びに法第３４９

条の３第１２項の規定にかかわらず、当該小規模住宅用地に係る固定

資産税の課税標準となるべき価格の６分の１の額とする。 

（法第３４９条の３第２７項等の条例で定める割合） （法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 

第６１条の２ 法第３４９条の３第２７項に規定する条例で定める割合

は３分の１とする。 

第６１条の２ 法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合

は３分の１とする。 

２ 法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合は３分の１

とする。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は３分の１

とする。 

３ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は３分の１

とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する条例で定める割合は３分の１

とする。 

（たばこ税の課税免除） （たばこ税の課税免除） 

第９６条 略 第９６条 略 

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限 

る。）の規定は、卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号 

に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等について、第９８条第１ 

項又は第２項の規定による申告書に前項（法第４６９条第１項第 

１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようとする製造 

たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２ 

の３第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適用す 

 



る。 

３ 第１項（法第４６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限 

る。）の規定は、卸売販売業者等が市長に施行規則第１６条の２の３

第２項に規定する書類を提出している場合に限り、適用する。 

２ 前項                            

   の規定は、卸売販売業者等が市長に施行規則第１６条の２の３

   に規定する書類を提出しない場合には、適用しない 。 

４ 略 ３ 略 

（たばこ税の申告納付の手続） （たばこ税の申告納付の手続） 

第９８条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者（以下この

節において「申告納税者」という。）は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数（以下この節において「課税標準数量」とい

う。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税額、第９６条第１項の規

定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けよう

とする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第１項の規定により控

除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとするたば

こ税額その他必要な事項を記載した施行規則第３４号の２様式による

申告書を市長に提出し、及びその申告に係る税金を施行規則第 

３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。こ

の場合において、当該申告書には、第９６条第３項に規定する書類及び

次条第１項の返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細

を記載した施行規則第１６号の５様式による書類を添付しなければな

らない。 

第９８条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者（以下この

節において「申告納税者」という。）は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数（以下この節において「課税標準数量」とい

う。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税額、第９６条第１項の規

定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けよう

とする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第１項の規定により控

除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとするたば

こ税額その他必要な事項を記載した施行規則第３４号の２様式による

申告書を市長に提出し、及びその申告に係る税金を施行規則第 

３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。こ

の場合において、当該申告書には、第９６条第２項に規定する書類及び

次条第１項の返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細

を記載した施行規則第１６号の５様式による書類を添付しなければな

らない。 

２～５ 略 ２～５ 略 

附 則 附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 



第８条 昭和５７年度から令和６年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第３６条の２第１

項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書

が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第

３６条の３第１項の確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用牛

の売却に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次

項において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を免除

する。 

第８条 昭和５７年度から令和３年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第３６条の２第１

項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書

が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第

３６条の３第１項の確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用牛

の売却に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次

項において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を免除

する。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（読替規定） （読替規定） 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用があ

る各年度分の固定資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条

の３の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは第３４９

条の３の４から第３４９条の５まで又は 附則第１５条から第１５条

の３の２まで」とする。 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用があ

る各年度分の固定資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条

の３の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは第３４９

条の３の４から第３４９条の５まで又は法附則第１５条から第１５条

の３の２まで」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

 ２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する条例で定める割合は２分の

１とする。 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する条例で定める割合は４分の

３とする。 

３ 法附則第１５条第２項第６号に規定する条例で定める割合は４分の

３とする。 

３・４ 略 ４・５ 略 



５ 法附則第１５条第２６項に規定する条例で定める割合は２分の１と

する。 

６ 法附則第１５条第２９項に規定する条例で定める割合は２分の１と

する。 

６ 法附則第１５条第２７項第１号に規定する条例で定める割合は３分

の２とする。 

７ 法附則第１５条第３０項第１号に規定する条例で定める割合は３分

の２とする。 

７ 法附則第１５条第２７項第２号に規定する条例で定める割合は２分

の１とする。 

８ 法附則第１５条第３０項第２号に規定する条例で定める割合は２分

の１とする。 

８ 法附則第１５条第２７項第３号に規定する条例で定める割合は２分

の１とする。 

９ 法附則第１５条第３０項第３号に規定する条例で定める割合は２分

の１とする。 

９  法附則第１５条第２８項第１号に規定する条例で定める割合は３

分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第３１項第１号に規定する条例で定める割合は３

分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第２８項第２号に規定する条例で定める割合は２

分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第３１項第２号に規定する条例で定める割合は２

分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第３０項第１号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第３０項第１号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

 １４ 法附則第１５条第３３項第１号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第３０項第１号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第３３項第１号ニに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３０項第１号ニに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１６ 法附則第１５条第３３項第１号ホに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第３０項第２号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は４分の３とする。 



１６ 法附則第１５条第３０項第２号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１８ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

 

１８ 法附則第１５条第３０項第３号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第３３項第３号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第３０項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３３項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３０項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

２１ 法附則第１５条第３３項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は３分の２

とする。 

２２ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は３分の２

とする。 

 ２３ 法附則第１５条第４０項に規定する条例で定める割合は５分の４

とする。 

２２ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は３分の１

とする。 

２４ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は３分の１

とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する条例で定める割合は３分の２

とする。 

２５ 法附則第１５条第４５項に規定する条例で定める割合は３分の２

とする。 

２４ 法附則第１５条第４１項に規定する条例で定める割合は０（生産

性の向上に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画

（生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）第３８条第２項

に規定する同意導入促進基本計画をいう。）に定める業種に属する事

業の用に供する法附則第１５条第４１項に規定する機械装置等にあっ

ては、０）とする。 

２６ 法附則第１５条第４７項に規定する条例で定める割合は０（生産

性の向上に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画

（生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）第３８条第２項

に規定する同意導入促進基本計画をいう。）に定める業種に属する事

業の用に供する法附則第１５条第４７項に規定する機械装置等にあっ

ては、０）とする。 



２５ 法附則第１５条第４７項に規定する条例で定める割合は３分

の２とする。 

 

２６ 略 ２７ 略 

（令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 略 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和元年度適用土地又は令和

元年度類似適用土地  であって、令和２年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度

分の固定資産税の課税標準は、第６１条の規定にかかわらず、修正さ

れた価格（法附則第１７条の２第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 略 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成３１年度適用土地又は平

成３１年度類似適用土地であって、令和２年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度

分の固定資産税の課税標準は、第６１条の規定にかかわらず、修正さ

れた価格（法附則第１７条の２第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３又は 附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

第１２条 宅地等に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産



税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成３０年度から令和２

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固

定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は 附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成３０年度から令和２

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固

定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成３０年度から令和２

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固

定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又は 附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資

産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産

税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成３０年度から令和２

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固

定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資

産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産

税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上 

０．７以下のものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上 

０．７以下のものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当



該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は

 附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額とす 

る。 

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は

法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額とす 

る。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超え

るものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は 附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超え

るものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額とする。 

（農地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

（農地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

第１３条 農地に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は 附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

第１３条 農地に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準



の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該

農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該

農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

               略                               略                

第１３条の３ 市街化区域農地に係る平成３０年度から令和２年度まで

の各年度分の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じて得た額を加算し

た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は 附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下

「市街化区域農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該市街化区域農地調整固定資産税額とする。 

第１３条の３ 市街化区域農地に係る平成３０年度から令和２年度まで

の各年度分の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じて得た額を加算し

た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下

「市街化区域農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該市街化区域農地調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成３０年度から

令和２年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当

該市街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１

０分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は 附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこ

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成３０年度から

令和２年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当

該市街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１

０分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこ



れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地

等（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４９

条の３、第３４９条の３の２又は 附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用がある宅地等を除く。）に対して課する平成３０年度

から令和２年度までの各年度分の特別土地保有税については、第１０

９条第１号及び第１１２条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附

則第１２条第１項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」

とする。 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地

等（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４９

条の３、第３４９条の３の２又は法附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用がある宅地等を除く。）に対して課する平成３０年度

から令和２年度までの各年度分の特別土地保有税については、第１０

９条第１号及び第１１２条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附

則第１２条第１項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」

とする。 

２～５ 略 ２～５ 略 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例） 

第１７条の２ 昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲

渡所得の基因となる土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定す

る土地等をいう。以下この条において同じ。）の譲渡（同項に規定す

る譲渡をいう。以下この条において同じ。）をした場合において、当

該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第１項に規

定する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける

前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得

第１７条の２ 昭和６３年度から令和２年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲

渡所得の基因となる土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定す

る土地等をいう。以下この条において同じ。）の譲渡（同項に規定す

る譲渡をいう。以下この条において同じ。）をした場合において、当

該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第１項に規

定する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける

前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得



を除く。次項において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して

課する市民税の所得割の額は、前条第１項の規定にかかわらず、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当する額

とする。 

を除く。次項において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して

課する市民税の所得割の額は、前条第１項の規定にかかわらず、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当する額

とする。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人

の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定す

る譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡

が確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５項

に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項

において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡

所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割につ

いて準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第

１０項の規定に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅

地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和２年度までの各年度分の個人

の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定す

る譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡

が確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５項

に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項

において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡

所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割につ

いて準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第

１０項の規定に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅

地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 略 ３ 略 



富士見市税条例等の一部を改正する条例（令和元年条例第２号）新旧対照表（専決）（第２条による改正） 

新 旧 

第３条 富士見市税条例の一部を次のように改正する。 第３条 富士見市税条例の一部を次のように改正する。 

第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養

者」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1)～(3) 略 

(4) 削除 

 

(5) 第３条                及び附則第５条の規定 

 令和３年４月１日 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1)～(3) 略 

(4) 第３条中富士見市税条例第２４条の改正規定及び附則第３条の規

定 令和３年１月１日 

(5) 第３条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 

 令和３年４月１日 

（市民税に関する経過措置） （市民税に関する経過措置） 

第２条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の富士見市税条例

（次項及び第３項において「２年新条例  」という。）第３６条の

２第６項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以

後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場合について適用

し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令和元年度分

までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合については、なお従

前の例による。 

第２条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の富士見市税条例

（次項及び第３項において「令和２年新条例」という。）第３６条の

２第６項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以

後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場合について適用

し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令和元年度分

までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合については、なお従

前の例による。 

２ ２年新条例  第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限

る。）の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に支

２ 令和２年新条例第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限

る。）の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に支



払を受けるべき富士見市税条例第３６条の２第１項に規定する給与に

ついて提出する２年新条例  第３６条の３の２第１項及び第２項に

規定する申告書について適用する。 

払を受けるべき富士見市税条例第３６条の２第１項に規定する給与に

ついて提出する令和２年新条例第３６条の３の２第１項及び第２項に

規定する申告書について適用する。 

３ ２年新条例  第３６条の３の３第１項の規定は、附則第１条第２

号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部

を改正する法律（平成３１年法律第６号）第１条の規定による改正後

の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下この項において「新所得

税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（新所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について

提出する２年新条例  第３６条の３の３第１項に規定する申告書に

ついて適用する。 

第３条 削除 

３ 令和２年新条例第３６条の３の３第１項の規定は、附則第１条第２

号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部

を改正する法律（平成３１年法律第６号）第１条の規定による改正後

の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下この項において「新所得

税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（新所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について

提出する令和２年新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書に

ついて適用する。 

第３条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の富士見市税条例

第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度

以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年度分までの個

人の市民税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定

による改正後の富士見市税条例（以下「元年１０月新条例  」とい

う。）の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、同号に掲げ

る規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課す

る軽自動車税の環境性能割について適用する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定

による改正後の富士見市税条例（以下「令和元年１０月新条例」とい

う。）の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、同号に掲げ

る規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課す

る軽自動車税の環境性能割について適用する。 

２ 元年１０月新条例  の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、

令和２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

２ 令和元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、

令和２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

３ 略 ３ 略 
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